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 我が国で少子高齢化が叫ばれるようになり久しいが、大分県も同様の傾向にある。（出生

数：平成 27 年 9,112 人、平成 28 年 9,059 人、 平成 29 年 8,658 人）少子化傾向にある一

方で、専門医療に対するニーズは高まりをみせており、そのためには一定数の小児科医の確

保が重要である。大分県内全域で万遍なく高度専門医療を享受できる体制を整備すること

は理想であるが、現実的ではない。 
高度専門医療の発展と小児科勤務医の不足という背景を踏まえると、1）集約化による専

門性の確保、2）プライマリーケアと健診普及によるセーフティーネットの整備という観点

が必要である。 
専門領域を集約化した拠点病院の整備とプライマリーケアを実践する地域中核病院の整

備には病院医師（常勤または非常勤）と開業医（医師会を中心とした）との連携が必要であ

る。県内小児医療の拠点病院としては、大分大学医学部附属病院と大分県立病院が挙げられ、

今まで以上に急性期医療、高度専門医療を担う責務はさらに重要になってくるものと思わ

れる。  
プライマリーケアと専門医療を担うこれら医療施設との密な連携は不可欠であり、各々

の施設・組織が連携し機能するような体制の整備が、大分県内の小児医療の長期的な継続、

充実につながると考えられる。大分大学小児科はその中心的役割を担い、大分県地域医療支

援を継続している。 
平成 30 年度は、過年度に引き続き、地域医療支援システム構築事業として主に以下の 4

点（① 地域医療への医師派遣、連携を通した貢献、②将来の大分県の地域小児医療を支え

る若手医師の確保と育成、③ 結婚、出産後の女性医師の仕事の継続への支援と地域小児科

への貢献、④ 在宅医療と成人した小児患者の成人診療科への移行（移行期医療）の体制整

備）を行ったので報告する。 

① 地域医療への医師派遣、連携を通した貢献 

各々の地域拠点病院との診療連携強化、とくに中津市民病院への常勤医の派遣や勤務時

間内外の診療応援を大分大学医学部小児科から継続的に行った。平成 29年 3 月末の中津市

民病院への福岡大学からの医師派遣中止を受け、平成 29 年 4 月から大分大学小児科から常

勤医師として 3名の派遣を開始し、かつ、常勤医師の負担軽減と地域医療への貢献のために

大学勤務医による時間内外の診療応援を開始したが、本年度も引き続き同様の支援を継続

した。 

中津市民病院小児科は、大分県北医療圏において専門性を兼ね備えた二次医療拠点とし



て重要な機能を果たしている。産科を有していることから地域の新生児の入院診療、また、

専門性の高い診療（小児循環器、小児アレルギー、小児神経）を行い、県北の入院加療を必

要とする小児患者の受け入れ、時間外診療および救急診療なども幅広く地域医療を行った。    

平成 30 年 4 月からは、新生児集中治療室（NICU）の再建目的に、新生児専門医を 1 名派

遣し、今後の臨床、教育、研究の充実を図り一定の成果を上げた。 

また、三次医療など専門性の高い医療を必要とする対象患者の大分大学への積極的な受

け入れを行い、急性期を脱した患者のその後の診療を中津市民病院に引き継ぎ、相互に強く

連携した医療を行った。さらに、同施設での研修により学会の認定専門医（小児科専門医、

小児循環器、アレルギー、小児神経）の育成にも取り組んだ。 

その他の県北の地域小児医療への貢献としては、地域振興小児科である国東市民病院と

杵築市立山香病院に、常勤医師として小児科専門医１名を派遣しており、地域のプライマリ

ーケアから予防接種などの一次診療を中心に担当しながら、地域性を考慮して二次医療も

担った。 

県南では、地域振興小児科である慈恵会西田病院小児科が、拠点病院として機能を果たし

ており、同施設では、新生児期～小児期医療に関して、県南の佐伯市、津久見市の広範な地

域における小児科医療を担い、時間外診療、救急診療を行った。当科から、常勤医 3 名を派

遣しており、さらに常勤医の負担軽減のために大学病院の小児科からの時間外の診療支援

も行い、また、三次医療を要する患者の大学病院への積極的受け入れを行い、急性期を脱し

た患者のその後の診療を西田病院に引き継ぐなど、相互に診療連携を行った。さらに、同施

設での診療および教育は、小児科専門医研修施設として小児科専門医の育成にも大きく寄

与した。 

豊肥地区は、豊後大野市民病院に常勤医 1 名を本学から派遣しており、一次と二次診療を

中心に担当した。竹田地区においても市営診療所において当科出身者が赴任し、外来診療や

予防接種などの保険事業を担った。夜間に関しては、豊後大野市民病院が平日午後 8時まで

の時間外診療を行っている。 

大分・別府地区に関しては、地域センター小児科である大分こども病院、大分市医師会立

アルメイダ病院、厚生連鶴見病院、別府医療センターに対して医師派遣および医療連携の面

で当科が役割を担った。大分こども病院は、大分市内の時間外診療、救急診療、そして専門

性の高い外来も含め幅広く大分市内の小児医療を担っており、当科から 4 名の医師派遣を

行い、日常診療、救急医療、更には、専門外来（小児内分泌、小児神経）による支援協力や

同病院の若手医師への専門教育を昨年度に引き続き行った。 

大分市医師会立アルメイダ病院は、NICU を有し大分市の周産期医療の一翼を担っており、

常勤医 4 名の医師派遣を行った。また、小児内分泌、小児循環器の専門外来を大学病院小児

科の医師により定期的に行った。 

厚生連鶴見病院は、別府市内の一次と二次医療圏を担い入院管理が可能な重要な施設で

あり、2 名の医師派遣を行った。（内、1 名は現在産休・育児休暇中）平成 29 年度からは週



2回の外来の診療応援として1名の大学病院小児科医師を担当した（平成30年度は週1回）。

別府医療センターにおいても、小児内分泌、小児神経の専門外来を大学病院小児科の医師が

担当し、専門医療の充実を図った。 

大分県の三次医療を担当する専門拠点として、大分大学医学部附属病院小児科があり、地

域との連携のもと高度専門医療を通して大分県の医療に貢献した。 

高度先進医療ならびに地域医療連携へ強化のための新たな試みとして、ドクターヘリに

よる新生児搬送の整備（NICU 医師の配備ならびにドクターヘリ搬送用新生児クベースの整

備）や GCU（新生児後方病床）の整備を行った。 

また、同様に大分県立病院も三次医療を担っており、同院への医師の派遣（2017 年度 2

名、2018 年度 3 名）を行い、新生児、小児循環器、小児神経、小児血液がん領域のそれぞ

れ専門性を生かした医療連携をこれまで以上に重点的に行った。 

5 歳健診に関しては、津久見市、竹田市、由布市、佐伯市、国東市、豊後高田市、杵築市、

日田市、豊後大野市、九重町と広域に大学病院小児科が担い、地域医療に貢献した。 

  

② 将来の大分県の地域小児医療を支える若手医師の確保と育成 

将来、大分県内の地域医療を担う若手医師の確保および教育の面においても尽力した。医

学生から小児科専門医取得までの一貫した教育体制の構築、医学生や研修医を対象とした

カンファレンスの充実、小児科研修医セミナー（例年、海の日に開催）などで、小児科医療

へ興味を抱く動機付けを行っており、本年度も同様に継続した。 

また、近年の外国人観光客や外国人留学生の増加に伴い、外国人患者の受診・入院の機会

が増加している。そのため、医療現場でも基礎的な英会話が求められている。このような現

状を鑑み、外部講師を招いた月 1 回の英会話教室の開催を開始した。 

後期研修医に対して、は専門医取得のための勉強会を定期的に行い、学会発表や論文作成

のサポートを行い、今後、地域の小児科を支える小児科専門医育成のためのサポート体制を

更に充実させた。平成 30年度の新入局員は平成 29年度の 6 人には及ばなかったものの、4

名を新たに迎え入れることができた。これらの働きかけが功を奏したと考えている。 

今後も継続的に若手医師のリクルート、教育に力を注ぎ、若手医師の確保、育成に努めて、

医局員の増員を図り、大分県地域小児医療への貢献を目指していく。 

 

③ 結婚、出産後の女性医師の仕事の継続への支援と地域小児科への貢献 

医師不足を長期的に軽減して継続した地域医療を行うためには、医師自身のライフスタ

イルに配慮し、無理のない勤務を続ける体制構築も必要である。特に、結婚、出産後の女性

医師が働きやすい環境を作ることは、今後の医師の確保に重要な課題であると考えている。

これまでも、大分大学医学部小児科に所属する大学内外の女性医師の時短時間や産休・育休

に対し、代わりの医師を派遣するなど大学として支援してきた。 

平成 29 年度は、大学病院の女性医師に対して小児科内で専門研修を行い、若手医師への



専門的な教育を担ってもらったり、論文や研究など業績を積めるように支援した。その中か

ら平成 30年度文部科学省科学研究費を 2名の女性医師が獲得した。さらに、上記➀の各地

域病院への専門外来を行ってもらうように体制を整備し、地域医療への支援、地域病院での

若手医師に対する専門教育を担ってもらうようにした。今後は、女性だけでなく男性も育休

取得を行うなど医師がライフスタイルの変化後も医師として活躍し、キャリアアップを果

たしてもらうことで、地域医療の担い手となってもらうように大学病院小児科として支援

する方針である。 

 

④ 在宅医療と成人した小児患者の成人診療科への移行（移行期医療）の体制整備 

大分県内の療養型医療施設は数に限りがあり、長期入所を希望されても入れず待機とな

ることも多い。また、医療費や患者・家族のニーズの観点からも在宅医療の普及促進は今後

不可欠である。当科では平成 30 年度も過年度に引き続き、県内の主要施設や開業医、在宅

診療医、訪問看護ステーション、メディカルソーシャルワーカー、行政と協力・連携して在

宅医療を推進した。 

具体的には、神経疾患の患者さんに対し、我々と在宅医が協力して、終末期・緩和医療を

地域の医療資源を活用して実施することができた。患者さんは在宅で診療を受けることが

でき、ご家族とも穏やかな充実した生活を送ることができる体制を整備した。 

また、大分大学医学部小児科医局は、伝統的に大分県内の多くの重症心身障がい児者医療

を支えてきた。国立病院機構西別府病院、別府発達医療センター、大分療育センター、惠の

聖母の家には、多くの同門会員や医局員が在籍している。また、大分大学医学部附属病院を

はじめその他の病院の外来でも多くの患者を診療しているが、成人した患者様が増加傾向

にあるにも関わらず、先天異常など小児特有の疾患であったり、発達に障がいがある、家族

の意向が強いという小児科特有の背景であったり、先天異常や長期経過から重複障害を有

するため分業化された各成人科へ移行しにくいという点などから、診療の大部分を依然と

して小児科専門医が担う現状がある。その他、血液、内分泌代謝、循環器等の分野でも、成

人した患者の移行が問題となっており、主治医が手探りで移行を模索している状態である。

成人した患者では、入院する病棟が小児病棟では不都合が生じること、小児科医も数に限り

があるのに成人以降も診療が続けば患者が増え続ける一方となること、また中年以降では

生活習慣病など成人期に発症する疾患に迅速に対応する必要があり、小児科から成人診療

科へと患者を円滑に移行させる体制作りは患者、医療者双方にとってメリットとなる。平成

30 年度もてんかん合併の重症心身障がい者など複数の患者を、重身児医療連絡会やメディ

カルソーシャルワーカーなども活用してトランジションを試みて、その体制作りを行った。

今後も、地域も含めた大分県全体の問題として取り組んでいく。 

 

 

・大分市・別府市地区拠点病院（関連病院） 



大分こども病院 

大分赤十字病院 

大分市医師会立アルメイダ病院 

厚生連鶴見病院 

国立病院機構西別府病院 

別府発達医療センター 

大分療育センター 

天心堂へつぎ病院 

 

・大分・別府地域以外（関連病院） 

中津市民病院 

国東市民病院 

杵築市立山香病院 

高田中央病院 

西田病院 

豊後大野市民病院 

竹田市立こども診療所 

惠の聖母の家 

津久見中央病院 

 

 


